
 

 

 

賃金引上げ等実態に関する調査結果が公表されました 
◆「賃金引上げ等の実態に関する調査」 

 厚生労働省は、令和４年「賃金引上げ等の実態に関する調査」
の結果を公表しました。この調査は、全国の⺠間企業における
賃金の改定額、改定率、改定方法などを明らかにすることを目
的に、例年７月から８月にかけて行われています。調査の対象
は、常用労働者 100 ⼈以上を雇用する会社組織の⺠営企業で、
令和４年は 3,646 社を抽出して調査を行い、2,020 社から有効
回答を得ています。 

◆賃金を引き上げる企業が 85.7％ 
 令和４年中における賃金改定の実施状況をみると、１⼈平均
賃金（注）を引き上げた・引き上げる企業の割合は 85.7％（前
年 80.7％）となり、３年ぶりの増加となりました。産業別にみ
ると、「学術研究、専門・技術サービス業」が 95.7％、次いで
「建設業」が 95.4％と高くなっています。また、賃金の改定状
況をみると、１⼈平均賃金の改定額は 5,534 円（前年 4,694 円）、
１⼈平均賃金の改定率は 1.9％（同 1.6％）でした。 
(注)１⼈平均賃金とは、所定内賃金（諸手当等を含むが、時間

外・休日手当や深夜手当等の割増手当、慶弔手当等の特別手
当を含まない）の１か月１⼈当たりの平均額をいいます。 

◆業績を踏まえつつ、労働力の確保を 
 調査では、賃金改定の決定時に重視した要素として、「会社
の業績」（40％）、次いで「労働力の確保・定着」（11.9％）
が挙げられています。業界内・他企業の動向も踏まえつつ、賃
上げ要請に対する自社の戦略を立てていくことが必要となる
でしょう。 

【厚生労働省「賃金引上げ等の実態に関する調査：結果の概要」】 
https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/jittai/2
2/index.html 
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冬の節電要請が始まりました 
◆冬の節電要請は７年ぶり 

今冬の電力需給は、全国で瞬間的な需要変動に対応するため
に必要とされる予備率３％以上を確保しているものの、厳しい
状況です。加えて、ロシアのウクライナ侵攻の影響により、エ
ネルギーの安定した調達に懸念がある状況が続いています。 

このため政府は、12 月１日から来年３月 31 日までの４か月
間、節電要請を行うことを発表しました。冬の節電要請は 2015
年以来７年ぶりで、全国の家庭や企業に無理のない範囲での協
力を求め、数値目標を設けないとしています。 
◆オフィスでの省エネ・節電の取組みは？ 

資源エネルギー庁は、事業者向けのリーフレットで「全オフ
ィスで消費電力の１％を節電すると、毎日、家庭約 10 万世帯が
消費する電力と同程度のエネルギーが削減できる」として、以
下の取組みを紹介しています。 

・可能な範囲で執務室や店舗エリアの照明を間引きする 

・⻑時間離れるときは、ＯＡ機器の電源を切るか、スタンバイ
モードにする 

・重ね着をするなどして、無理のない範囲で空調の設定温度を
下げる など 

◆節電プログラムとは？ 

さらに政府は、省エネ・節電の促進のため節電プログラムを
８月から実施しています。節電プログラムは、家庭や企業が小
売電気事業者の節電プログラムに参加（12 月 31 日までに登録
が必要）し、一定の電力使用量を削減した場合に特典としてポ
イントが得られる仕組みとなっています。また、小売電気事業
者は、節電プログラムの一例として、スマートフォンなどを活
用して電力の需要状況に応じたタイムリーな節電要請を行う
「ディマンド・リスポンス」を実施しています。 

資源エネルギー庁の発表によると、最も電力需要が高ま
る来年１月の予備率は東北・東京エリアで 4.1％となる見
通しです。これから一層寒さが厳しくなりますが、無理の
ない程度に節電を心がけることが必要です。 
【資源エネルギー庁「省エネ・節電リーフレット（企業向け）」】 
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_

and_new/saving/shoene_setsuden/pdf/2022_winter

/leaflet_office.pdf 

1 月の税務と労務の手続期限［提出先・納付先］ 
10 日 
○ 源泉徴収税額（※）・住⺠税特別徴収税額の納付［郵

便局または銀行］ 
※ただし、６ヶ月ごとの納付の特例を受けている場合
には、令和４年 7 月から 12 月までの徴収分を 1 月 20
日までに納付 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採
用した労働者がいる場合＞［公共職業安定所］ 

31 日 
○ 法定調書＜源泉徴収票・報酬等支払調書・同合計表＞

の提出［税務署］ 
○ 給与支払報告書の提出＜１月１日現在のもの＞［市区

町村］ 
○ 固定資産税の償却資産に関する申告［市区町村］ 
○ 個⼈の道府県⺠税・市町村⺠税の納付＜第４期分＞

［郵便局または銀行］ 
○ 労働者死傷病報告の提出＜休業４日未満、10 月〜12

月分＞［労働基準監督署］ 
○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 
○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 
○ 労働保険料納付＜延納第 3 期分＞ 
○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の

提出［公共職業安定所］ 
○ 外国⼈雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場

合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］ 
○ 固定資産税に係る住宅用地の申告［市区町村］ 
本年最初の給料の支払を受ける日の前日まで 
○ 給与所得者の扶養控除等（異動）申告書の提出［給与

の支払者（所轄税務署）］ 
○ 本年分所得税源泉徴収簿の書換え［給与の支払者］ 


